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１．環境配慮技術の導入に向けた検討 

 

環境配慮技術の導入について、個々の要素について十分に検討するとともに、互いの

技術及びその効果の関連を踏まえ、次のとおり各技術の導入の検討を行う。 

 

１－１．建築 

 

技術導入に関する検討項目を次図に示す。 

 
 

 

Ⅰ． 立地計画 

１．敷地内環境負荷軽減、性能向上、省エネルギー 

（１） 周辺の緑地と連続性を考慮した緑化を行う。できるだけまとまったボリューム

感のある緑化計画とし、特に、建築物の南側や西側等の日射の影響が強い場所に

おいては駐車場などの広い舗装面を避けるとともに、中高木の日陰を形成するな

ど夏季の冷房負荷軽減を図る。 

 

 留意点  

① 既存の生態系を保全する 

② 周辺緑地との連続性を配慮する 

③ ボリューム感のある緑化配置計画を行う 

④ 小動物の生息、生育環境に配慮する 

⑤ 完成後の動植物生息環境のモニタリングや管理計画の策定 

⑥ 利用者が自然と触れ合えるよう配慮する 

 

（２） ピロティー、庇、パーゴラ等を設けることにより、歩行者空間等の暑熱環境の

緩和を図る。 

（３） 舗装する場所には、保水性・透水性が高い被覆材を選定するよう努め、暑熱環

境の緩和を図る。 

 

２．敷地外環境負荷軽減 

（１） 建築物の配置計画にあたって、敷地周辺の風の状況を十分に把握し、夏季にお

いて風下となる地域への風の通り道を遮らないよう配慮する。（参考：2006 年

～2015 年における大阪７月の最多風向は西南西） 
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 留意点  

① 緑地や通路等を敷地周辺の風の状況に合わせて建物を適切に配置し、風の通り

道を確保する 

② 夏の常風向に対する建築物の見付面積を小さくする等、建築物の高さ、形状、

建築物間の隣棟間隔等を勘案することにより、風の通り道を遮らないよう努め

る。 

 

（２） 周囲の環境・景観・地域性に配慮した立地計画とする。 

（３） ごみ置き場や駐車場などの施設は、利用者の利便性とともに、周囲への影響を

配慮した立地計画とする。 

 

Ⅱ．建物の形状と方位 

１．建物の形状による冷暖房負荷の軽減 

外皮部分からの冷暖房負荷を軽減するため、可能な限り外周壁面積の小さい建物

形態（正方形に近い平面形状）を計画する。 
 

 
 

 
 
 
 

２．建築物の方位による冷暖房負荷の軽減 

可能な限り東西面の見付面積が小さくなるよう計画する。 
 

 
 

資料「建築における省エネルギー手法の効果分析Ⅲ」日本建築学会大会梗概集より改変 

床面積を一定とした場合の年間冷暖房負荷 

各季節の方位別日射受熱量 
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３．周囲の環境・景観・地域性の保全 

周囲の環境・景観・地域性に配慮した計画とする。 
   

資料「建築環境・省エネルギー講習会テキスト」建築環境・省エネルギー機構より 

建物のふれ角度と、空調面積当たりの年間冷暖房負荷 

資料「建築における省エネルギー手法の効果分析Ⅲ」日本建築学会大会梗概集より改変 
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Ⅲ． 建物の内部計画 

１．熱緩衝帯の配置による冷暖房負荷の軽減 

（１） 温湿度コントロールの不必要な室（機械室、便所、廊下など）を熱的緩衝帯と

して冷暖房負荷の大きい最上階や外周部に配置する。 

（２） 冷暖房負荷の小さいコアの位置を検討する。（東西端のダブルコアが有利とな

る） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

２．ゾーニングによる冷暖房負荷の軽減 

（１） 同質の環境又は同じような使われ方をする室はなるべくまとめて配置し、空調

のゾーニングと連動させる。 

（２）  搬送系でのエネルギー損失及び搬送動力を小さくするために所要負荷までの搬

送経路を短くするよう、機械室、パイプスペース等の位置を計画する。 
 

 
 

 
 

 

 

３．建物の長寿命化 

（１） 各種設備の更新を考慮した平面計画とする。（テクニカルボイドの設置、更新

ルート又はマシンハッチの確保、バックアップスペースの考慮等） 

（２） 将来の用途変更に対応できるような床の耐加重、階高を確保する。また、間仕

切りはコンクリート造等を避け可動間仕切りとする。 
 
 

資料「建築における省エネルギー手法の効果分析Ⅲ」日本建築学会大会梗概集より改変 

コア位置と年間積算暖房負荷 

資料「建築環境・省エネルギー講習会テキスト」建築環境・省エネルギー機構より

空調搬送距離の比較 
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Ⅳ． 建物の外皮計画 

１．断熱 

（１） 外気に面している屋根、外壁、床等には断熱材を入れ、必要な熱貫流率を確保

する。 

（２） 接地階の床及び外周基礎垂直面に断熱材を設ける。 

（３） 外断熱を検討し、採用する場合は耐候性、仕上げや防水層との関連等工法的に

十分な検討を行う。 

（４） ヒートブリッジを防止する。特に外壁隅角部は熱損失が大きいので、断熱材の

増張りや配管スペースを設けるなど、一般部より断熱性能を増す。 

 

 
 

 
 

（５） 壁面においては十分な断熱材の採用を基本とした上で、日射吸収率を考慮した

外壁材料や色彩の選択を行う。その際、歩行者への熱線反射を考慮しながら、高

反射塗料の採用を検討する。 
 

 
 

 
  

（６） 壁面緑化の採用を検討する。 

資料「建築環境・省エネルギー講習会テキスト」建築環境・省エネルギー機構より

出隅のヒートブリッジと対策 

材料及び色による日射吸収率 



- 7 -

 

 

２．屋根面 

（１） 屋根面において屋上緑化やパーゴラの設置を行い、太陽光の直射による屋根躯

体温度の上昇を抑える。 

（２） 屋根面においては断熱材を十分適切に採用することを基本とし、それが難しい

場合には、光害等を考慮しながら、高反射塗料の塗布を検討する。 
 

３．窓・開口部 

（１） 施設の用途から判断し、窓が必要でない場合は出来るだけ外壁に対する窓面積

比を小さくする。 

（２） 窓からの熱損失を少なくするためには複層ガラスや、低放射率ガラスの採用、

又、断熱サッシ、二重サッシの採用を検討する。日射熱取得を少なくするために

は吸熱ガラス又は、熱線反射ガラスの採用を検討する。（ダブルスキン、エアフ

ローウインドウなどの採用検討） 

 
 

 
 

サッシの熱損失及び熱取得比較 

（条件：最大負荷時、日射なし、一般アルミサッシを 100） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料「省エネルギー建築設計指針」（社）公共建築協会より 
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（３） 窓からの日射負荷を軽減するために、窓の方位による日射特性を考慮した上

で、庇や、ルーバー、ブラインド等の日射調整装置の採用を検討する。 

 

窓の断熱性能及び日射遮蔽性能 
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日除けの分類と適用 

出典「建築設計資料集成環境Ⅰ」（社）日本建築学会より 

資料「建築環境・省エネルギー講習会テキスト」建築環境・省エネルギー機構より 

日除けのゾーンＰＡＬ値への影響 
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４．気密性の確保 

（１） 冬場の煙突効果防止のため、階段室の気密性を保つよう配慮する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

（２） 出入口には風除室を設ける。 
 

  ５．周辺環境配慮 

（１） 光害の発生源となる可能性のあるものを予測し、周辺環境等に悪影響を及ぼさ

ないよう配慮する。 

（２） 周囲の景観・地域性に配慮した外皮計画とする。 
 

Ⅴ． 自然エネルギーの活用 

１．太陽光 

（１） 太陽光を利用した自然採光システムの採用を検討する。 

 ① 反射ルーバー 

   ② トップライト 

   ③ ライトシェルフ 

   ④ ハイサイドライト 

   ⑤ ライトダクト等 

   ⑥ 集光装置 

   ⑦ 光ファイバ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２） 断熱性を考慮しながら窓面積の確保により、昼光率の向上を図る。 

  高断熱ガラスの採用も検討する。 

２．自然換気 

アトリウム空間やダブルスキン構造を利用し、自然換気を検討する。 

  

昼光の明るさ 

資料「建築環境・省エネルギー講習会テキスト」建築環境・省エネルギー機構より

ビルの煙突効果 

資料「建築環境・省エネルギー講習会テキスト」建築環境・省エネルギー機構より 
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Ⅵ． 環境に配慮した建築材料の採用 

１．リサイクル材の利用 

（１） リサイクル材料の使用によって、資源の有効活用及び、建設廃棄物、排出二酸

化炭素の削減を図る。 

① 大阪市グリーン調達方針に基づき、環境配慮資材の積極的な採用を図る。 

② 建築物の基礎や地中梁に使用している高炉セメントの製造段階での排出二酸

化炭素量はポルトランドセメントの約 7割であり、採用を拡大することによっ

て、製造段階における排出二酸化炭素の削減に配慮する。 
 

２．健康被害の防止 

（１） 化学汚染物質による健康被害に配慮した材料を使用する。 
 

３．外壁・内壁 

（１） 更新間隔の長い外壁材料・内装材料を使用する。 

（２） 光触媒技術を取り入れた外壁材の採用を検討し、大気の浄化、清掃回数の低減

を図る。 
 

４．木材の使用 

（１） 針葉樹合板、複合合板、樹脂型枠の使用に努める。 


